
投資者の皆さまへ Monthly Fund Report

信託期間 ： 2020年7月31日　から　2050年5月11日　まで　 基　準　日 ：
決算日 ： 毎年5月11日および11月11日（休業日の場合翌営業日） 回次コード ：

※過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。
≪基準価額・純資産の推移≫

当初設定日（2020年7月31日）～2024年2月29日

期間別騰落率
期間
1カ月間
3カ月間
6カ月間
1年間
3年間
5年間
年初来
設定来

≪分配の推移≫ ≪主要な資産の状況≫ ※比率は、純資産総額に対するものです。

（1万口当たり、税引前）

組入ファンド

クリーンテック株式ファンド（資産成長型）

愛称：みらいEarth S成長型
追加型投信／内外／株式

2024年2月29日
3417

*ファンド名は略称です。ファンドの詳細については、「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

※分配金は、収益分配方針に基づいて委託会社が決
定します。あらかじめ一定の額の分配をお約束するもの
ではありません。分配金が支払われない場合もあります。

■当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために大和アセットマネジメントにより作成されたものです。当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますの
で、基準価額は大きく変動します。したがって投資元本が保証されているものではありません。当ファンドの取得をご希望の場合には投資信託説明書（交付目論見書）を販売会
社よりお渡しいたしますので、必ず内容をご確認の上ご自身でご判断ください。後述の当資料のお取り扱いにおけるご注意をよくお読みください。

第7期 (23/11) 0円

基準価額 15,582 円

+15.0 % 

2024年2月29日現在

+8.8 % 
+10.0 % 

純資産総額 457億円

ファンド
+7.6 % 

決算期（年/月） 分配金

+19.0 % 
----- 

+11.4 % 
+55.8 % 

※「分配金再投資基準価額」は、分配金（税引前）を分配時にファンドへ再投資したものとみなして計算しています。
※基準価額の計算において、実質的な運用管理費用（信託報酬）は控除しています（後述のファンドの費用をご覧ください）。
※「期間別騰落率」の各計算期間は、基準日から過去に遡った期間とし、当該ファンドの「分配金再投資基準価額」を用いた騰落率を表しています。
※実際のファンドでは、課税条件によって投資者ごとの騰落率は異なります。また、換金時の費用・税金等は考慮していません。

合計99.7%
運用会社名 ファンド名 比率

第1期 (20/11) 0円
アクサ・インベストメント・マネージャー
ズ

アクサIMクリーンテック関連株式ファンド（為替
ヘッジなし）*

99.7%第2期 (21/05) 0円
第3期 (21/11) 0円
第4期 (22/05) 0円

大和アセットマネジメント ダイワ・マネーストック・マザーファンド 0.0%第5期 (22/11) 0円
第6期 (23/05) 0円

分配金合計額 設定来： 0円
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≪アクサIMクリーンテック関連株式マザーファンドの運用状況≫ ※比率は、マザーファンドの純資産総額に対するものです。
※アクサ・インベストメント・マネージャーズが提供するデータ等を基に大和アセットマネジメントが作成したものです。

通貨別構成 国・地域別構成

外国株式 米ドル アメリカ
国内株式 ユーロ ドイツ

日本円 オランダ
短期資産等 英ポンド 日本
合計 イギリス

アイルランド
規模別構成 フランス

台湾
大型株 カナダ
中小型株 その他

業種別構成

情報技術
資本財・サービス
公益事業
素材
一般消費財・サービス
ヘルスケア
不動産

組入上位10銘柄

ザイレム アメリカ 資本財・サービス
ＡＳＭＬホールディング オランダ 情報技術
ウエイスト・マネジメント アメリカ 資本財・サービス
ケイデンス・デザイン・システムズ アメリカ 情報技術
リンデ アイルランド 素材
シュナイダーエレクトリック フランス 資本財・サービス
エヌビディア アメリカ 情報技術
シーメンス ドイツ 資本財・サービス
トヨタ自動車 日本 一般消費財・サービス
サーモフィッシャーサイエンティフィック アメリカ ヘルスケア

※個別企業の推奨を目的とするものではありません。

※　後述の当資料のお取り扱いにおけるご注意をよくお読みください。

業種名

※大型株：時価総額100億米ドル超、中小型株：時価
総額100億米ドル以下。

合計97.5%
比率

2.0%

1.4%

7.8%

5.5%

5.9%
5.8%

11.1%

国・地域名

24.1%
61.7%

合計97.5%
通貨名 比率比率銘柄数

合計97.5%

銘柄名

合計97.5%

35.6%

規模 比率
85.8%

資産別構成

3 5.9%

11.7%

34.2%

資産 比率
38 91.6%

100.0%41

2.9%
2.9%
2.4%

9.9%

比率
4.0%

5.9%

9.5%

2.5%

51.2%

5.8%

業種名
合計33.8%

国・地域名

5.3%

1.5%

3.6%
3.7%

3.3%

3.9%

※上記データは、四捨五入の関係で合計の数値と一致しない場合があります。
※業種名は、原則としてS&PとMSCI Inc.が共同で作成した世界産業分類基準（GICS）によるものです。

2.9%

3.1%
2.9%

3.2%
3.2%
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≪ファンドマネージャーのコメント≫ ※現時点での投資判断を示したものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものではありません。

※以下のコメントは、アクサ・インベストメント・マネージャーズが提供するコメントを基に大和アセットマネジメントが作成したものです。

※個別企業の推奨を目的とするものではありません。

※　後述の当資料のお取り扱いにおけるご注意をよくお読みください。

【ファンドの運用状況】
月間の動き
2月は、主として外国為替市場で米ドルやユーロが対円で上昇したことに加え、日本や欧米の保有銘柄の株価が大きく

上昇したことがプラス寄与となり基準価額は前月末比で上昇しました。
スマートエネルギー分野では、半導体メーカーのエヌビディアが堅調なパフォーマンスとなりました。同社は市場予想

を上回る業績および通年見通しが市場に好感され、株価が大きく上昇しました。同社のデータセンターへの需要は引き続
き堅調で、供給余力の改善により中長期的な成長が期待できます。また、電化ソリューションを提供するイートンは、
データセンター向けや公益事業関連からの受注が増加していることなど背景に好決算を発表し株価が上昇しました。
低炭素輸送関連では、トヨタ自動車が価格改定、原価改善などが奏功し予想を大きく上回る決算を発表したことからプ

ラス寄与となりました。同社はハイブリッド技術におけるリーディングカンパニーで、EV(電気自動車)の普及が進む中で
も高い技術力をもって優位性を維持できると考えています。
環境汚染防止関連では、水技術のリーディングカンパニーであるザイレムが好調な決算を発表しパフォーマンスにプラ

ス寄与しました。エヴォクア・ウォーターとの統合も順調に進んでおり、売上における相乗効果などが期待できます。

運用のポイント
当ファンドでは、地球温暖化対策、環境汚染防止、廃棄物処理・資源有効利用、持続可能な食糧供給などのテーマに着

目して、これらの分野で優れた技術を有し、その技術を事業化している企業に投資を行います。
2月末時点で41銘柄に投資しています。当月は、米国のアメリカン・ウォーター・ワークスを新規に組み入れました。

同社は、米国で水道・排水事業などを提供しており、近年は設備投資や買収を通じて大幅な成長を遂げています。一方、
EV（電気自動車）メーカーのテスラについては、低価格モデルの投入までは成長余地が限定されると判断し、全売却しま
した。また、スペインの総合電力会社イベルドローラについては、同業界の中での相対的な魅力度が低下したと判断し全
売却しました。
地域別では、米国が最も多く、次いでドイツ、オランダなどの欧州各国等に投資しています。
引き続きテーマ別では、地球温暖化対策では米国の再生可能エネルギー大手のネクステラ・エナジー、環境汚染防止で

は水技術ソリューションを提供するザイレム、廃棄物処理・資源有効利用ではカナダの廃棄物処理業者ウエイスト・マネ
ジメント、持続可能な食糧供給では農薬散布を最適化する技術の開発に取り組む米国の農機メーカー、ディアなどの企業
に投資しています。

【投資環境】
グローバル株式市場は上昇
グローバル株式市場は上昇しました。月前半は米国の1月の消費者物価指数の上振れやエヌビディアの決算を控えた動

きで下落する場面もありましたが、影響は一時的で、米経済のソフトランディング期待や米企業の好決算により米国株が
上昇すると欧州株もそれに追随する形で上昇しました。月後半に入り、米半導体大手エヌビディアの予想を大きく上回る
決算が発表されると、上昇に弾みが付きました。

為替相場は、米ドル円、ユーロ円ともに上昇
為替市場では、円安米ドル高となりました。米国金利の上昇を背景に日米金利差の拡大が意識され、円安米ドル高が進

行しました。また、日銀の副総裁がマイナス金利解除後も緩和的な金融環境を維持する見通しと発言したことも、円安材
料となりました。
ユーロは対円で上昇しました。ユーロ圏の経済指標やインフレ指標が一部の国で市場予想を上振れたことで、金利上昇

が進んだことから、円安・ユーロ高となりました。また、日銀の副総裁がマイナス金利解除後も緩和的な金融環境を維持
する見通しと発言したことも、円安・ユーロ高を加速させました。
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≪ファンドマネージャーのコメント≫ ※現時点での投資判断を示したものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものではありません。

※以下のコメントは、アクサ・インベストメント・マネージャーズが提供するコメントを基に大和アセットマネジメントが作成したものです。

※個別企業の推奨を目的とするものではありません。

※　後述の当資料のお取り扱いにおけるご注意をよくお読みください。

【今後の見通し・運用方針】
今後の見通し
不透明感の強いマクロ環境下でも、地球環境問題に解決策を提供する企業の見通しは良好です。エネルギー転換に対す

る政策の後押しは一段と強まっており、主要国の大半で重要な脱炭素計画が策定されています。
欧州は、2030年までに「温室効果ガス55%削減目標」を掲げ、主導的な立場にあります。中国は2030年までに二酸化炭

素排出量をピークアウトし、2060年までにネットゼロを実現する目標を策定しました。米国のインフレ抑制法は気候問題
に対する同国の歴史上最大の投資であり、同国の二酸化炭素排出量を2030年までに大幅に削減することの後押しになると
みられます。また、世界中の企業においても、気候変動対策について大幅な前進がうかがえます。加えて、2022年12月の
生物多様性条約第15回締約国会議では、2030年までに生物多様性の保全のための野心的な計画が示されました。
これらの目標を達成するためには、再生エネルギーや電気自動車などの分野に多額の投資が要求され、ファンドにとっ

てさらなる成長機会が数十年にわたり持続するものと考えられます。
持続可能な食糧供給関連においては、穀物価格や投入コストの上昇を背景に「アグリテック（農業とテクノロジーの融

合）」のニーズが高まっています。このソリューションによって収穫量を改善し農業の効率化を高めることが可能となり
ます。また、廃棄物処理・資源有効利用関連では資源を有効活用するとともに回収や再利用を促すことにより環境への負
荷を軽減しつつ、人口増加に伴う需要の拡大に対応します。
これまでの金利上昇に加え、再生エネルギーやEVの需要鈍化などを背景に、過去数ヵ月にわたってクリーン・エコノ

ミー関連銘柄は苦戦を強いられています。しかしながら、構造的な成長の原動力は確固として変わらず、現在のバリュ
エーションは魅力的な水準にあると考えています。一方で、クリーン・エコノミーの実現に向けて必要な、革新的な技術
を提供するソフトウエアや半導体の関連企業は、自社製品に対する需要増加の恩恵を享受しています。幅広い分野で、高
い技術力を有する競争優位性の高い多くの企業が、クリーンテック分野の成長トレンドを追い風に、長期的な株価上昇が
期待できるとの見方を維持しています。
引き続きこれらのクリーンテック関連企業に投資することにより、地球環境を守るための政策の後押しや人々の行動の

変化を背景に長期的な成長が期待できると考えています。

今後の運用方針
環境産業は、環境への世界的な関心の高まりに加え、新たなテクノロジーの出現や政府や国際機関による政策的後押し

などによって長期的に大きく成長することが期待されています。当ファンドでは、地球温暖化対策、環境汚染防止、廃棄
物処理・資源有効利用、持続可能な食糧供給などのテーマに着目して、これらの分野で優れた技術を有し、その技術を事
業化しているクリーンテック関連企業に投資してまいります。
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組入上位銘柄紹介 ※アクサ・インベストメント・マネージャーズが提供するコメントを基に大和アセットマネジメントが作成したものです。

※業種名は、原則としてS&PとMSCI Inc.が共同で作成した世界産業分類基準（GICS）の産業グループによるものです。

※個別企業の推奨を目的とするものではありません。

※　後述の当資料のお取り扱いにおけるご注意をよくお読みください。

ザイレム

（アメリカ／資本財・サービス）

ザイレムは、水に関連した計測・分析技術を提供する計測機器メーカーです。水質および水理動
態に関連する計測や分析技術に優れており、表層水から深海用までの各種水質計、総合観測シ
ステム、流速・流量計、多項目水質計などを手掛けています。

ＡＳＭＬホールディング

（オランダ／情報技術）

半導体製造装置メーカー。主にリソグラフィーによるチップ製造向け機械の開発・製造・販売を行っ
ています。

銘柄名（国・地域名／業種名） 銘柄紹介・ESGへの取り組み

エヌビディア

（アメリカ／情報技術）

米国の半導体メーカー。コンピュータのグラフィックス処理や演算処理の高速化を主な目的とするグラ
フィック・プロセッシング・ユニット(GPU)などのビジュアルコンピューティング技術を提供しています。

シーメンス

（ドイツ／資本財・サービス）

シーメンスは電化、自動化、デジタル化の分野に特化した技術・製造会社です。また、自動化、制
御、電力、運輸、医療診断における技術ソリューションも提供しています。

ウエイスト・マネジメント

（アメリカ／資本財・サービス）

ウェイスト・マネジメントは子会社を通じて一般家庭、商工業顧客、地方自治体に廃棄物処理サー
ビスを提供する持株会社です。
廃棄物埋立地、廃棄物熱源転換設備、ごみ集積所、独立系発電所を所有及び運営し、廃棄
物の回収、廃棄、運搬、廃棄物のエネルギー資源化、リサイクルサービス等を行っています。

ケイデンス・デザイン・システムズ

（アメリカ／情報技術）

米国の半導体開発用ソフトウエアメーカー。半導体企業向けに半導体や電子機器の設計作業を
自動で行うツールや、半導体を構成する部分的な集積回路資産などを提供し、顧客の設計と開
発のコスト削減、製品を市場投入する時間の短縮などを支援しています。

リンデ

（アイルランド／素材）

産業用ガス及びエンジニアリング事業を展開する大手企業。産業用ガス生成装置の設計や構築を
行い、各種プラントのガス生産処理サービスを提供しています。エネルギー移行に向けたクリーン水素
および二酸化炭素回収・貯留システムなどのソリューションも手掛けています。

トヨタ自動車

（日本／一般消費財・サービス）

乗用車やバス、トラック等の製造および販売、賃貸、修理を世界中で展開する自動車メーカー。住
宅の建設・販売やプレジャーボートの製造等、自動料金徴収システムなどの高度道路交通システ
ムの開発も行っています。子会社を通じ金融サービス事業も営んでいます。

サーモフィッシャーサイエンティフィック

（アメリカ／ヘルスケア）

サーモフィッシャーサイエンティフィックは科学機器メーカーです。主な製品は、水質分析機器、検査
機器、ソフトウエア、サービス、消耗品、試薬、化学品等、多岐にわたります。同社の環境部門で
は、大気、水質、土壌の質のモニタリング、汚染状況の分析を行い、企業が環境基準を満たすこと
に貢献しています。

シュナイダーエレクトリック

（フランス／資本財・サービス）

シュナイダーエレクトリックは電力設備メーカーです。主な製品は、自動車用充電設備、住宅用セ
キュリティ用品、照明スイッチなどを扱っています。電気自動車（EV）の普及に欠かすことのできない
充電ソリューションを提供しています。
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※　後述の当資料のお取り扱いにおけるご注意をよくお読みください。

※　詳しくは「投資信託説明書<交付目論見書>」をご覧ください。

≪ファンドの目的・特色≫

ファンドの目的
・日本を含む世界のクリーンテック関連企業の株式に投資し、信託財産の成長をめざします。

ファンドの特色
・日本を含む世界のクリーンテック関連企業の株式に投資します。
・株式の運用は、アクサ・インベストメント・マネージャーズが担当します。
・毎年 5 月 11 日および 11 月 11 日（休業日の場合翌営業日）に決算を行ない、収益分配方針に基づいて収益の分配を行ないます。

≪投資リスク≫

●当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証されているもので
はなく、これを割込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属します。投資信託は預貯金とは
異なります。基準価額の主な変動要因は、以下のとおりです。
株価の変動
（価格変動リスク・信用リスク）

株価は、政治・経済情勢、発行企業の業績、市場の需給等を反映して変動します。
発行企業が経営不安、倒産等に陥った場合には、投資資金が回収できなくなることもあり
ます。組入銘柄の株価が下落した場合には、基準価額が下落する要因となり、投資元本
を割込むことがあります。
当ファンドは、特定の業種への投資比率が高くなるため、市場動向にかかわらず基準価額
の変動が大きくなる可能性があります。
新興国の証券市場は、先進国の証券市場に比べ、一般に市場規模や取引量が小さく、
流動性が低いことにより本来想定される投資価値とは乖離した価格水準で取引される場
合もあるなど、価格の変動性が大きくなる傾向が考えられます。

為替変動リスク 外貨建資産については、資産自体の価格変動のほか、当該外貨の円に対する為替レー
トの変動の影響を受けます。組入外貨建資産について、当該外貨の為替レートが円高方
向に進んだ場合には、基準価額が下落する要因となり、投資元本を割込むことがあります。
特に、新興国の為替レートは短期間に大幅に変動することがあり、先進国と比較して、相
対的に高い為替変動リスクがあります。

カントリー・リスク 投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市場に混乱が生じた場合、ま
たは取引に対して新たな規制が設けられた場合には、基準価額が予想外に下落したり、
方針に沿った運用が困難となることがあります。
新興国への投資には、先進国と比べて大きなカントリー・リスクが伴います。

その他 解約資金を手当てするため組入証券を売却する際、市場規模や市場動向によっては市
場実勢を押下げ、当初期待される価格で売却できないこともあります。この場合、基準価
額が下落する要因となります。

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

その他の留意点
●当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第 37 条の 6 の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
●当ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変

した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまう
リスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金
のお支払いが遅延する可能性があります。
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※　後述の当資料のお取り扱いにおけるご注意をよくお読みください。

※　詳しくは「投資信託説明書<交付目論見書>」をご覧ください。

≪ファンドの費用≫
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※　後述の当資料のお取り扱いにおけるご注意をよくお読みください。

※　詳しくは「投資信託説明書<交付目論見書>」をご覧ください。

≪お申込みメモ≫

購入単位 最低単位を１円単位または１口単位として販売会社が定める単位
購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額（1 万口当たり）
購入代金 販売会社が定める期日までにお支払い下さい。
換金単位 最低単位を 1 口単位として販売会社が定める単位
換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額（1 万口当たり）
換金代金 原則として換金申込受付日から起算して 6 営業日目からお支払いします。
申込受付中止日 ① ニューヨーク証券取引所、ロンドン証券取引所、ニューヨークの銀行またはロンドンの銀行の休業

日
② ①のほか、一部解約金の支払い等に支障を来すおそれがあるとして委託会社が定める日
（注）申込受付中止日は、販売会社または委託会社にお問合わせ下さい。

申込締切時間 午後 3 時まで（販売会社所定の事務手続きが完了したもの）
換金制限 信託財産の資金管理を円滑に行なうために大口の換金申込みには制限があります。
購入・換金申込受付
の中止および取消し

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情が発生し
た場合には、購入、換金の申込みの受付けを中止すること、すでに受付けた購入、換金の申込みを
取消すことがあります。

繰上償還 ◎主要投資対象とするアクサ IM クリーンテック関連株式ファンド（為替ヘッジなし）（適格機関投
資家専用）が存続しないこととなる場合には、受託会社と合意のうえ、信託契約を解約し、信託を
終了（繰上償還）させます。
◎次のいずれかの場合には、委託会社は、事前に受益者の意向を確認し、受託会社と合意のうえ、
信託契約を解約し、繰上償還できます。
・受益権の口数が 30 億口を下ることとなった場合
・信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めるとき
・やむを得ない事情が発生したとき

収益分配 年２回、収益分配方針に基づいて収益の分配を行ないます。
（注）当ファンドには、「分配金再投資コース」と「分配金支払いコース」があります。
なお、お取扱い可能なコースおよびコース名については異なる場合がありますので、販売会社にお問
合わせ下さい。

課税関係 課税上は株式投資信託として取扱われます。配当控除、益金不算入制度の適用はありません。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合に NISA（少額投資非課税制度）の
適用対象となります。 
当ファンドは、NISA の「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により取
扱いが異なる場合があります。くわしくは、販売会社にお問合わせ下さい。
※税法が改正された場合等には変更される場合があります。
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≪当資料のお取り扱いにおけるご注意≫

 

 当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために大和アセットマネジメントにより作

成されたものです。 

 当ファンドのお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付目論見書）」の内

容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。 

 投資信託は、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は大きく変動します。したがって、

投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではありません。信託財産に生じた利益および損失

は、すべて投資者に帰属します。投資信託は預貯金とは異なります。 

 投資信託は、預金や保険契約とは異なり、預金保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありま

せん。証券会社以外でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。 

 当資料は、信頼できると考えられる情報源から作成していますが、その正確性・完全性を保証するもの

ではありません。運用実績などの記載内容は過去の実績であり、将来の成果を示唆・保証するものでは

ありません。また、税金、手数料等を考慮していませんので、投資者のみなさまの実質的な投資成果を

示すものではありません。 

 当資料の中で記載されている内容、数値、図表、意見等は資料作成時点のものであり、今後予告なく変

更されることがあります。 

 分配金は、収益分配方針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ一定の額の分配をお約束するも

のではありません。分配金が支払われない場合もあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

販売会社等についてのお問い合わせ 

► 大和アセットマネジメント フリーダイヤル 0120-106212（営業日の 9:00～17:00） 

当社ホームページ   

► https://www.daiwa-am.co.jp/ 
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取扱い販売会社

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物
取引業協会

一般社団法人
日本投資
顧問業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

株式会社愛知銀行 登録金融機関 東海財務局長(登金)第12号 ○

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者
株式会社SBI証券)

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

株式会社愛媛銀行 登録金融機関 四国財務局長(登金)第6号 ○

株式会社沖縄海邦銀行 登録金融機関 沖縄総合事務局長(登金)第3号 ○

株式会社鹿児島銀行
(委託金融商品取引業者
九州ＦＧ証券株式会社)

登録金融機関 九州財務局長(登金)第2号 ○

株式会社北九州銀行 登録金融機関 福岡財務支局長(登金)第117号 ○ ○

岐阜信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第35号 ○

株式会社きらぼし銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第53号 ○ ○

株式会社きらぼし銀行
(委託金融商品取引業者
きらぼしライフデザイン証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長(登金)第53号 ○ ○

株式会社清水銀行 登録金融機関 東海財務局長(登金)第6号 ○

株式会社中京銀行 登録金融機関 東海財務局長(登金)第17号 ○

株式会社栃木銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第57号 ○

株式会社富山銀行 登録金融機関 北陸財務局長(登金)第1号 ○

株式会社長野銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第63号 ○

株式会社肥後銀行
(委託金融商品取引業者
九州ＦＧ証券株式会社)

登録金融機関 九州財務局長(登金)第3号 ○

三井住友信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長(登金)第649号 ○ ○ ○

株式会社もみじ銀行 登録金融機関 中国財務局長(登金)第12号 ○ ○

株式会社山口銀行 登録金融機関 中国財務局長(登金)第6号 ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○

ＯＫＢ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第191号 ○

岡三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第53号 ○ ○ ○ ○

岡安証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第8号 ○

九州ＦＧ証券株式会社 金融商品取引業者 九州財務局長(金商)第18号 ○

きらぼしライフデザイン証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第3198号 ○

島大証券株式会社 金融商品取引業者 北陸財務局長(金商)第6号 ○

西村証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第26号 ○

松阪証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第19号 ○

水戸証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第181号 ○ ○

ワイエム証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長(金商)第8号 ○

2024年2月29日　現在

販売会社名　(業態別、50音順)
(金融商品取引業者名)

登録番号

加入協会

クリーンテック株式ファンド（資産成長型）（愛称：みらいEarth S成長型）

上記の販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によって、新規のご購入の取扱いを行っていない場合や、お申込み
方法・条件等が異なります。くわしくは、販売会社にお問合わせ下さい。
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